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西ドイツにおける静的貸借対照表論について
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岩　崎 勇
1　問題提起
　ここ数年来，貸借対照表の個別項目を研究の対象としてきた。例えぽ，有価
証券，リース会計，ソフトウェアの開発費，税効果会計などがそれである。こ
れらの貸借対照表の個別項目を取扱っているときに，いつも問題となるのが，
「貸借対照表に計上されるぺき資産とはどのような性質のものなのか，そして
同様に，計上すべき負債というものはどのような性質のものか，そしてそれは
どのように評価されるべきか」という貸借対照表計上能力及び評価の問題であ
った。これらは，その時代の社会経済的な状況に伴って変化するが，これにつ
いての解答を，これまでは，主に我国の文献及びアメリカのFASBの概念基
　（D準書（Statement　of　Financial　Accounting　Concepts）などぐこ求めてきた。
　そこで今度は，もう少し基本に戻って，静的貸借対照表論からもう一度検討
しなおすこととした。しかもその対象を西ドイツの文献に求めることにした。
　西ドイツにおいて，静的貸借対照表論がどのように生成，発展していき，そ
れがどのように動的貸借対照表論では批判されていくのかを検討する。これを
通じて現在の貸借対照表論はどうあるべきかについての思考の基礎としたいと
考えた。
　そして，この研究の出発点として，アドルフ・モックスターの「貸借対照表
　　　　　　（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’論」（Bilanzlehre）の静的貸借対照表論を中心として貸借対照表の目的とそこか
ら導かれる貸借対照表計上能力及び評価の問題を検討していくこととしたい。
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　　　　　　　　　　　　皿　静的貸借対照表論
　1　静的貸借対照表の目的
　ベルリンの弁護士であるH．V．ジモンは，貸借対照表問題を包括的かつ詳
細に取り扱った『株式会社及び株式合資会社の貸借対照表』（Die　Bilanzen　der
Aktiengesellschaften　und　der　Kommanditgesellschaften　auf　Aktien）という本を
1886年に出版した。Aモックスターによれぽ，この本は，今でもなお，静的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）貸借対照表観を最も良く表わしているものであるとしている。しかもドイツに
おける本の標題に「貸借対照表」（Die　Bilanzen）という名称が用いられたのは，
この著書が始めてであり，貸借対照表問題を本の中で詳細に取り扱ったこのジ
モンの大著は，多くの意味でドイツ貸借対照表論発達史上重要な位置を占めて
　（4）
いる。
　そこで，以下では，静的貸借対照表論の中でも特にこのジモンの理論を中心
として検討していくことにする。
　当時の静態論的な考え方に従えば，年度貸借対照表の主要目的は，期末にお
ける財産計算を行うためのものであり，それ故，年度貸借対照表は，財産貸借
対照表（Verm6gensbilanz）であった。そして，貸借対照表の副次的目的として
は，利益計算を行うことである。すなわち，利益算定は，静態論の下ではett年
度の財産計算から間接的に導き出される副産物的なものとみられていたからで
ある。つまり，静態論の下では，利益は，財産の増加額とみなされているから
　　（5）
である。それ故，静態論の基本命題は，「利益を正しく算定しようとする場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）には，財産を正しく算定しなければならない」ということになる。以上のこと
をまとめると図（図1）のようになる。
　　　　　　　　　　　図1　静的貸借対照表の目的
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モックスターによれば，この静的貸借対照表論は，大きく「清算的静態論」
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（Zerschlagungsstatik）と「継続的静態論」（Fortftthrungsstatik）との2つに分け
　　　　　（7）られるという。このうち清算的静態論の方が古い歴史をもつもので，企業の解
散の状態をその理論の出発点とするものであり，そこでの財産貸借対照表は，
清算的財産の意味での債権者にとっての持分財産を計算表示することを目的と
するものである。これに対し，継続的静態論は，ジモンが清算的貸借対照表論
に対して主張したものであり，そこでは，より現実の企業実態に近い継続企業
の状態の仮定（継続企業の公準）を理論の出発点としている。ここでの財産貸借
対照表は，継続的財産の意味での商人にとっての財産を計算表示することを目
　　　　　（8）的としている。すなわち，ジモンは，伝統的な清算的静態論に対して，継続企
業を前提とした，その債権者にとってではなく，その商人にとρての財産が計
算表示されるぺきであるという継続的静態論を主張したのである。これらの関
係を図示すれぽ図（図2）．のようになる。
　　　　　　　　　　　　　図2静態論の分類
司解散の状態の齪から醗已続蝶の公準から出発
　　清算的財産の意味での債権者　　継続的財産の意味での商人に
　　にとっての持分財産　　　　　　とっての財産
　2　静的貸借対照表の原則
　これまで静態論に関する目的や分類等についてみてきたが，次にいよいよこ
の目的を前提として，いかなる資産及び負債が貸借対照表に計上されるべきか
（資産及び負債の計上原則）並びにそこで計上された資産及び負債にいかなる金額
を付すぺきか（資産及び負債の評価原則）にっいて，以ts1：“子ンの所説を中心と
してさらに検討を進めていくことにする。’
　1）　資産計上原則
　伝統的な清算的静態論においては，清算財産は売却価値により具体化される。
そして，この売却価値は，企業全体を構成している具体的な財産の売却により
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生ずる価値のことである。それ故，清算財産には，清算による売却に貢献が
期待されるすべてのもの（個別的譲渡性のあるもの）が財産となる。
　これに対し，継続的静態論では，ジモンによれぽ，企業の所有する継続財産
（Fortftihrungsverm6gen）を問題とする。この継続財産は，企業の収益価値（Er・
tragswert）により具体化される。そして，この取益価値は企業全体としての潜
　　　　　　　　　　　　　　（9）在的価値のことであり，「企業価値」（Unternehmenswert）とも呼ぼれる。それ
故，継続財産はプラスの収益価値貢献（Ertragswertbeitrag）が期待されるすべ
てのものが計上されることになる。この意味で継続財産は，収益作用的（ert．
　　　　　　　　⑩ragswirksam）である。
　そしてさらに，ジモンは，何が継続的静態論において財産として計上される
べきかということを問題とし，かつそれを定型化している。
　すなわち，ジモンによれば，収益価値貢献が期待され，それ故，継続財産と
して貸借対照表に計上すべきものを次のようなもの（図3参照）としている。
図3　継続的静態論における財産
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継続財産に該当するものに
は，まず，商品，製品，土
地，建物などの動産及び不
動産という「有形財」（K6r・
perliche　Gegenstande）があ
る。この有形財は常に資産
として計上される。また，
有形財のほか「無形財」に
も貸借対照表計上能力を認
めた。この無形財はさらに
「権利」（Rechte）と「純粋
に経済的な財」（rein　wirts．
chaftlichen　Gttten）とに区別
される。そして，権利はさ
らに，「債権」（Forderungen）と「その他の権利」（andere　Rechte）とに細分され
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る。このうち債権は有形財と同様に常に資産である。他方，その他の権利は，
それを取得するために支出を行った場合のみ貸借対照表に計上される。つまり，
例えば，企業が全く費用をかけずに特許を取得した場合には，それを資産とし
て計上しえないとしている。ただし，権利の場合には，その権利を譲受けたの
か自己創出したものであるか否かということは，貸借対照表計上に関しては問
題にならない。自己開発した特許権も第3者から購入した特許権についても，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　OD同様にそれを取得するために支出を行っていれぽ，資産計上する。
　また，得意先との関係のような純粋に経済的な財については，その貸借対照
表計上条件が非常に厳しくなっている。この条件とは「把握しうる対象を，第
3者から有償取得されたもθ」という。とを要求している．従。て，①第3者
から取得しないで自分で創設したもの（例えば，自己創設のれん）は，資産計上
されない。そしてまた，②第3者から無償取得ものについても資産計上できな
い。すなわち，把握しうる対象を，第3者から有償で取得した場合には資産計
上を行う。なぜならば，．まさに，この有償取得により，この財は取引しうる権
利としての所有権が確証され，これにより貸借対照表への計上についての権利
が期待されるからである。例えば，会社が特許を受けていない工業秘密を購入
した場合には，それを貸借対照表に計上するけれども，企業が自分でそれを発
　　　　　　　　　　　　　　　　⑬見した場合にはその計上は許されない。
　また，経過勘定項目（ドイツでは一般に「計算限定項目」（Rechnungsabgrenzungs
posten）という。）について，ジモンはそれを見越費用（Antizipationskosten）又は
経過計算（transitorische　Rechnungen）と呼び，それを資産計上すぺきものとし
てい豊すなわち，計算限定項目（例えぽ前払保険料や前払利息など）は，取引
の相手方によって将来反対給付をもたらす支出が貸借対照表日以前に行われた
場合に設定する。つまり，この計算限定項目は，権利（請求権）を表わしてい
　　　　　　　　　　　　　　　㈱るので，資産計上されるとしている。
　このように，ジモンは継続財産として財産貸借対照表に計上すべき資産の定
型化（Aktiventypisierung）を行っている。
2）　負債計上原則
80 一経　　理　　知　　識一
　伝統的な清算的静態論においては，負債を消極的財産として把握していた。
そして，この消極的財産たる負債には，法律上の義務のみがそれに該当するも
のと考えられていた。
　これに対して，継続的静態論では，ジモンによれば，継続財産を貸借対照表
上で算定するためには，差引残高項目である自己資本を除き，マイナスの取益
価値項目として負債を示さなければならないとしている。この場合，すべての
マイナス収益作用項目（negative　ertragswirksamen　Objekte）が負債として計上
　　　される。すなわち，積極的財産の反対を示すものが負債である。
　さらに，ジモンは，貸方計上項目の定型化を試みている。すなわち，継続財
算を示す財産貸借対照表に計上されるべきものを，次の2つのものに区別して
　⑰いる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’．
　（1）自己資本〔「株式資本勘定」（Aktienkapitalkonto）及び積立金（Reserve．
　　fonds）〕
　（2）（法的な意味での）負債（Schulden）
　しかし，ジモンは計上すべき負債の指標を法的な義務と理解した。’従って，
法律上の義務以外のものは貸借対照表に計上しなくてもよいこととなる。
　なお，経過勘定項目につV・ては，資産計上のところで述べたように，それが
将来において行われなければならない給付義務を表わしているので，負債とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　て計上しなければならないとしている。
　以上が，ジモンにより主張される継続的静態論において，その目的から誘導
された資産及び負債の計上原則である。
　そして，このようにして資産及び負債として貸借対照表に表示されることと
なったものに，一体いくらの価額を付けたらよいのだろうかという評価の問題
が次に検討されなけれぽならない。
　3）　資産及び負債の評価原則
　当時のドイツにおける伝統的な清算的静態論による財産の評価基準は，個別
的売却価格（EinzelverauBerungspreis）であった。すなわち，これは，貸借対照表
計上を，その財のその時の価格つまり一般売却価値（allegemeine　Verkehrswert）
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で行うことを要求していた。しかし，これは当時の商慣習と矛盾しており，商
人は，財産を彼らにと。ての価々・より算定する・とを望んでい巴。
　そこで，継続的静態論のジモンは，資産評価の基準を「個人的価値」（indivi．
duellen　Wert）に求めた。つまり，財産状態を示したい商人にとって重要なの
は，彼らが所有している物が彼らにとってどの位の価値をもっているかである。
この個人的価値は主観的であり，「企業関連価値」（unternehmens　bez・gener
　　　　　　　のWert）と呼ばれる。なお，この点については，後で詳述する。
　そして，ジモンは彼の個人的価値についての基準を求めた。この場合，彼は
評価に関して，次の区別をした。
　（1）販売財（VerauBerungsgegenstande）
　（2）経営財（Betriebsgegenstande）　　　　　　．
　（3）債権（Forderungen）及び債務（Schulden）
　ここで，販売財と経営財との区別は，それが販売のためのものか，利用のた
めのものかによるものである。そして，これらの区分に従って，それぞれの評
価基準を示している。
　（1）販売財
　販売財については，ジモンによれば，販売価格（VerauBerungspre三s）により
評価される。この場合の販売価格とは，基本的には，一般的販売価格（一般的
取引価格，市場価格）ではなくて，特別の（個人的）販売価格である。すなわち，
その企業について，引き出しうる各々の金額のみが尺度である。ただし，客観
化の理由から，市場価格（Marktpreis）が価額上限とみなされる。例えぽ，100
DMで取得された商品がある。市場では，これについて決算日に一般に200
DMの販売価格が付いている。ある企業は特別な市場に関する知識によって
220DMの特別の販売価格を引き出すことができるとする。．このような場合，
ンモンにょれば，220DMではなく，200DMの方で評価すぺきであるとする。
この場合個人的価値が市場価格を上回っているので，客観性の観点より市場価
格を採肌紺れぽならないとしてい9。
　なお・1884年改正株式会社法（Aktiengesetz）は，取得価額を価額上限として
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規定している。このことをジモンは知っていたけれども，この規定は，貸借対
照表規定でなく，利益分配にのみ該当するものと考えていた。すなわち，株式
会社の場合には，特別に債権者保護の必要性を考慮して，未実現利益の分配を
防止するためのものであると考えた。ジモンにとっては，実現主義の原則は，
正規の簿記の原則に属さなかった。つまり，彼は未実現利益を貸借対照表原則
に従って得られた利益と呼んだ。彼によれば，利益獲得と利益分配とは区別さ
れる。未実現利益も獲得され，表示される。ただし，株式会社の場合には配当
できない。このように，「販売無関連的利益獲得」（umsatzunabhangige　Gewin－
nerzielung）を主張したのである。
　今日では勿論，この販売無関連的利益獲得は禁止されており，これに代って
実現主義の原則が採用されている。
　（2）経営財
　ジモンによれば，経営財は販売財と区別される。経営財は，販売されるので
はなく，長期的に経営において使用するために保有するものである。それ故，
この限りでは，売却価値ではなく，経営価値（Betriebswert）が基準となる。そ
して，この経営価値を，ジモンは，取得価格（Erwerbspreis）で評価しようと
　◎した。
　そして，この場合，時間的に限られた効用しかもたない経営財については，
取得価額から減価償却費が差し引かれなければならない。しかも，この減価償
却は，経営価値の減少による評価減として行われる。この減価償却の方法とし
ては定額法により行うことが主張されている。計画外の減価償却が行われるの
は，前期において減価償却が不足している場合（例えば，効用がなくなる期間が
　　　　　　　　　　　　　　　　伽予定より短かくなった場合）のみ許される。
　このようにして，経営財は，減価償却によりその経営価値で評価されるとジ
モンは主張している。
　（3）債務の評価
　債務は，ジモンによれぽ，原則としてその額面金額（Nennwert）で負債計
上される。そして，債務の金額がその額面金額より低い場合には，その差額
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（Disagio）が資産（前払利息）計上され，反対に，債務の金額がその額面よりも
高い場合には，その差額（Agi・）を負債（未払利息）計上する。例えば，会社が
借入れを行った。額面金額は返済金額と同額の100DMである。手取額（会社
への入金額）は95DMであった。この場合，会社は100DMを負債計上し，5
DMを差額として資産計上する。そして，この差額は，借入れ期間に渡って償
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四却する。なお，この差額をジモンは評価勘定とみている。
　以上のように，ジモンにおいては継続的静態論の立場から，継続財産として
の財産を財産貸借対照表により算定表示しようとする目的から資産及び負債の
評価基準を導いている。資産については，原則として個人的価値で評価し，負
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱債については原則として，額面金額で評価することとした。
皿　ジモンの所説の批判及び評価
　1　ジモンの所説に対するモックスターの批判
　モックスターは，ジモンの所説について次のように批判し℃いる。
　（1）貸借対照表の任務について
　モックスターによれぽ，貸借対照表論は，2つの観点から判断される。判断
基準の第1は，その基礎となる貸借対照表の任務（Bilanzaufgaben）が現実適合
性を有し，意味のある形で現われるか否かであり，第2の基準は，主張された
貸借対照表規範（Bilan2normen）すなわち，資産等の計上及び評価原則が論証
　　　　　　　　　　　　　　　助されるか否かを証明することである。
　モックスター－ecよれば，ジモンの場合には，貸借対照表の任務についての分
析を行っておらず，あいまいな命題を示しただけであるとしている。すなわち，
ジモンは年度貸借対照表は；つねに財産状態についての概観を示すことが主目
的であり，分配可能利益纏定する・とが副次目的で㌶としているにすぎず；
その詳細な分析を欠いているところが1つの短所であると考えている。
　貸借対照表の目的観そのものについては，その時代の社会経済的な状況の変
化により変りうるので，一概に批判を加えることはできない。
　今日では，制度的な財務諸表の目的は，分配可能利益の算定と投資家等の利
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害関係者に彼らの意思決定のために有用な会計情報を提供することとされてい
る。この場合，貸借対照表は一定時点における財政状態を示すことを目的とし
ており，期間損益計算の手段として位置づけられている。このように，今目で
は，期間損益計算が重視されてきている。
　（2）帳簿財産について
　ジモンは，貸借対照表上で，現実の継続財産が算定されるべきであると述べ
ている。この現実の継続財産は企業全体の潜在的価値として理解され，そして，
この潜在的価値は取益価値によって決定される。つまり，どのくらいの価額が
企業に支払われるかは，企業がどのくらいの収益期待を具体化するかに依存す
　　　　　伽るからである。
しかし・モ・クスターによ蜉ﾙ対鰯こ計峠れる収益価値を算定す
るということは，収益価値を個々の資産及び負債項目に割り当て，この貸借対
照表項目を個々の収益価値貢献額でもって評価することを意味するが，このこ
とは不可能であるという。なぜならぽ，資産及び負債の収益価値要素の完全な
　　　　　　　　　　　　　㎝把握は考えられないからである。
　それ故，モックスターによれぽ，ジモンは，企業の各々の取益価値つまり実
際の継続財産を貸借対照表上計上するのに成功していない。ジモンが彼の原則
で算定したのは，収益価値の意味での実際の継続財産ではなく，ただ単に帳簿
　　　　　　　　　　　　　　ω上の財産を把握しているに過ぎず，彼が主張した貸借対照表計上原則等が論証
されていないと批判している。
　③　清算財産への類似について
　ジモンは，それまでの伝統的な清算的静態論に対して，継続企業を前提とし
た継続的静態論を主張している。従って，両者は別の貸借対照表を要求してい
るようにみえるけれども，モックスターによれぽ，双方とも単純化及び客観化
の考慮が強く支配しており，最終的には両者は非常に近似したものになってし
まっていると批判している。すなわち，両者の類似点を見てみると次の通りで
ある。
　①財産の範囲について
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　清算的静態論では，清算財産として個別的譲渡可能なもののみが財産とされ
た。これに対して，ジモンの継続的静態論では，個別的譲渡可能なもののみで
はなく，譲渡不能なものについても継続財産に含められており，確かに財産の
計上範囲は少し拡大されている。しかし，この純粋に経済的な財を計上する基
準は非常に厳格なものとなっている。
　②貸方計上義務としての債務について
　清算的静態論で消極的財産として負債計上される項目は，法律上の債務に限
定されている。一方，ジモンの継続的静態論においても貸方へ負債として計上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　すべきものは法律上の債務に限定されており，清算的静態論と同様の結果とな
っている。ただし，ジモンの場合には，純粋に経済的な義務も，理論的には，
計上しうるものと考えている点が異っている。
　③販売財について
　清算的静態論では販売財について，一般的売却価値で計上することを要求し
ている。これに対して，ジモンの継続的静態論では個別の売却価値で評価する
ことを要求している。しかもこの個別の売却価値も客観性の観点から一般市場
価格が価額上限とされており，従って実質的に両者はあまり差異のないものと
なっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’・
　④経営財について
　経営財の評価については，当時の清算的静態論においては，取得価額から減
価償却費を控除した金額で評価することとしている。、ジモンの継続的静態論に
　　　　　　　　e㊦おいても同様である。
　このように，モックスターによれぽ，ジモンの理論は，貸借対照表の目的に
ついての厳密な分析を行っておらず，また，ジモンは，単純化及び客観化のた
めに，彼の主張した貸借対照表計上原則等が，実際の継続的財産の算定を行っ
ていない。そこで算定されたものは単なる帳簿財産に過ぎず，しかも，この帳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簿財産は，単純化と客観化のために，多くの点で清算財産に似ているという欠
点があるという。
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　2　ジモンの理論の評価
　以上のように，ジモンの理論については，不完全なところも見うけられるけ
れども，この理論を基本的には受け入れ，さらに発展さぜたのが木村重義先生
である。木村先生は，企業会計における資産の価値について，ジモンの主観価
値説によっている。
　すなわち，ジモンによれぽ，物の価値はそれに固有のものでも，その本質で
も，事実というものでもなく，むしろ個人の意見（又は判断）に属するもので
ある。そして，この判断に際しては，次の2つの事実が考慮されなけれぽなら
ない。すなわち，第1に，その物は特定の必要を充たすのに適していること。
そして，第2に，この必要を充すのに必要な財を取得するために，一定の人が
その対価を支払うことが常であることである。そして，第1の必要の充足のた
めに，2種の価値が区別される。つまり，ひとつは直接的な必要充足の場合で
あり，物を所有又は利用することによりこれが充される。この場合の価値は使
用価値である。もうひとつは間接的な必要充足の場合であり，評価されるべき
物の有償的交付による他の財の獲得によるときで，その価値は交換価値と呼ば
れる。そして，第2の前提は当然に一定の人と関係をもっており，個々の人が
観察される場合には個別的価値が，そして多数の人が観察される場合には普遍
的価値が関連する。
　そして，貸借対照表は一定の個人の財産の表示でなけれぽならず，貸借対照
表に対して標準となるべき価値は個人的価値であり，この個人的価値が売却財
産については個別的取引価値として現われ，使用財産については個別的使用価
　　　　　　　09値として現われる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　このようなrSimonの価値論は，その用語や表現に不充分な点が存するとし
ても，その立場においてきわめて妥当である」と木村先生は述べられ，さらに，
「企業会計における資産の価値については，ジモン……のいわゆる主観価値説
　　　　　　　　　　　qD的な立場を出発点としたい」としている。そして，このジモンの立場を「個別
価値説」と称し，この立場を採る理由としては，「それは価値付けの主体とし
て個人または個別経済を認める立場であり，客体において資産の種類にしたが
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ってその保有の目的に即して別個の種類の価値を認めるというように二重に
r個別価値』とよばれるべき観念を有するからである。このr個別価値説』に
よるときは，同一種類の財が同一の時に，異なる経営において異って価値づけ
られ価額づけられているのを当然とする。経営者がその経営計算において，自
らの価値づけをその所有する財に対してなす自由がなけれぽ，彼は会計を行う
意味を見出し得なくなるであろう。、もともと企業の損益も個別経済の損益であ
って，したがってその点に関連して見ても，資産評価は個別的評価でなければ
ならない。たとえ同一時に属するものであるにせよ，異なる企業のそれぞれの
貸借対照表に計上される同一種類の資産の価値，したがって価額が同一でなけ
ればならないという，そのような意味での客観性は企業会計においては認めら
れない」からであるとしている。
　さらに，このジモンの価値論を木村先生は「正しい方向に行くものとみとめ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るので，ジモン説に対する批判を顧慮しないではいられない」とし，ジモンの
価値論に対する主たる批判2つ，すなわち，「第一，彼の個人的価値という概
念または術語に対する非難，第二，彼Q使用価値または使用財産の価値に対す
る非難」に？いて，検討している。第1の問題については，主観的価値説を不
満として唱えられた客観価値説として，シュタウプおよびレームの営業価値説
を紹介しているが，これは実質的にジモソ説と全く同じで，単なる術語上の修
　　　　⑮正説であり，従って，第1の非難点は「学説の実質的欠点に触れたものではな?
い」と述べている。　　　　　　　’　　　　．
　そして第2点については，「Simonが使用財産の使用価値の意義・本質およ
び使用価値がどのようにして決定されかつ貨幣額で表示されるべきかというこ
とを読者に納得させ得るように明瞭に説明しなかったこと，また評価論の具体
的考察において，Simonが使用価値という語或いは概念のかわりにr経営価
値』Betriebswerthを用いたことは，資産の会計上の本質的価値とそれを会計
技術的に表示するための指標としての価額との区別を認識できなかったからで
　㈲ある」としている。
　そして，資産の「評価」に関しては，これは，「本質的に二重の構造をもつ
　88　　　　一経理知識一
過程または手続きであるといわなければならない。資産の評価は，もちろん先
ずその資産の種類に応じた価値，基本的に販売財産の販売価値と使用財産の使
用価値について考えることであり，第2にこのような価値を一定の価額で表現
することである。……各個の資産の価値の絶対値といったものは表象もされず，
まして計数化できずして，ただ企業の実現した利益において総合的・究極的に
実証されうるのである。各資産価値の指標としては，原則として，各資産が企
業の資産となったときただちにその取得原価額が採用される。この取得原価額
は企業資産として包括される各資産の相対的価値を或る限界内において表現す
るものであり，また各資産自体における価値の増減にともなって，その指標と
して，増減せしめられる。この評価過程或いは会計上の評価の本質における二
重性の故に，われわれは，資産の販売価値或いは使用価値を，その取得原価ま
たはそれを基礎とする価額により評価するのである。会計上，通常の場合にお
いて，たとえば販売財産を販売価値によって評価するというようなことは行い
得ない。資産の販売価値も具体的にはこれを直接に把握して計数的に表現でき
ないで，取得原価額を以ってする指標によってのみ表示され得るのであり，そ
のことは使用財産の使用価値の場合に異ならない」とし，さらに，「使用財産
の使用価値は企業家がその使用財産に期待するところの経済的使用価値である。
……e使用財産の使用価値が充分あるか否かは，各取引財産の取引価値につい
ての実証と同時に総合されて，決算損益計算書と貸借対照表とに表明される。
使用価値の個々の資産についての表示はむしろ名目的・指標的・間接的であっ
て，実質的・実数的・直接的な算定・表示は企業全体の成果としてのみなされ
得る。これは会計方法の限界であって，個々の資産にその価値を計算しようと
いう試みは，会計機構内において計算価額を適用する方法によるとか，会計外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱の方法を用いるかして，部分的に行われるにすぎない」と述べ，ジモンの所説
を補完している。
　このように，木村先生は，ジモンの唱えた個別価値説を資産評価の出発点と
して受け入れ，さらにジモンの理論の不備な点を補って発展させているのであ
60
る。
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　以上のように，ジモンの所説は，19世紀末の代表的な継続的静態論であった。
彼の理論は，それまでの清算的静態論に対して，より現実の企業実態を反映す
るような継続企業の公準をその理論の前提としている。この前提から出発し，
彼は，貸借対照表の月的として，まず第1に，継続的財産の意味での商人にと
っての財産を許算表示することをあげた。また，第2に，分配可能利益を算定
することをあげた。
　そして，貸借対照表に計上されるぺき資産及び負債について定型化を行って
おり，しかも，財産貸借対照表に計上されるべき財産は，その財産の種類に応
じた個人的価値，すなわち，売却財産については個別的取引価値で，使用財産
については個別的使用価値で評価すべきであると主張した。
　このようなジモンの理論は，その用語や表現等に不充分な点があるとしても，
その立場においては，今日にでも充分に妥当する個別価値説を唱えたことは大
きな功績であると考えられる。
　　　　　　　　　　　1
（注）
（1）FASB　ACCOUNTING　STANDARDS“Statement　of　Financial　Accounting
　Concepts，，
②　Adolf　Moxter“Bilanzlehre　Band　1　Einftthrung　in　die　Bilanztheorie”GABLER
　1984。
（3）　Ibid．，　P．5．
（4）渡辺陽一著『貸借対照表論』森山書店，1984年5月，89頁。
（5），（6）A．Moxter，　p．　5．
｛7），（8）　Ibid．，　P．6．
｛9）モックスターは，「企業価値」は，企業の期待純利益に依存し，市場が企業の価
　値に支払う，将来の純収益のことであると説明している。
aO）A．　Moxter，　p．　7．　　　　　　　aD　Ibid．，　p．　8．
ax　　Ibid．，　p．11．
a31bid．，　p．　9．なお，「把握可能な対象」については，次のような説明がなされてい
　る。すなわち，Aが広告代理店Bに広告代金を支払って広告をしてもらった場合，
90 一経　　理　　知　　識一
　これによりAの販売市場状況の改善がなされ，確かに純粋に経済的な財が増加した
　ように見えるが，把握可能な対象を欠いている。ここで支出は把握可能であるが，
　この場合，取得された（財の利益（Verm6gensvorteil）の）等価物（Gegenwert）
　は把握可能ではない。それ故，広告のための支出は，資産計上可能ではないとして
　いる。
α4　　1bid．，　P．10．　　　　　　　　　　　　　　　　（15｝　Ibid．，　P．11．
0θIbid．，　p．11．なお，継続的静態論においては，基本的には，法律上の義務に限ら
　ず，純粋に経済的な義務も負債に計上できると考えている。ただし，負債としての
　計上義務については，客観性の観点から法的義務に限定している（p．14）。　　　v
（17）　Ibid・，　P。11．　　　　　　　　　　　　　　　　〔18　1bid．，　P．13．
（19）～（20）　Ibid．，　P．15．　　　　　　　　　　　　　2D　Ibid．，　P．16．
021　1bid・，　P．17．　　　　　　　　　　　　　　　　0③　　Ibid．，　P．18。
e4）　Ibid・，　P．19．　　　　　　　　　　　　　　　　t≧oD　Ibid．，　P．21．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「
0θ　なお，ジモンは，詳細な分類原則を示していない。彼の貸借対照表の分類原則ei，
　評価原則から出発しており，貸借対照表は次のように分類される。借方を，個別評
　価のために，経営財，販売財，債権及び経過勘定に区分し，貸方を株式資本勘定，
　準備基金，債務，経過勘定及び年度利益に区別している。
⑳，㈱　A．Moxter，　p．24．　　　　　e9），陶，　BD　Ibid．，　p．　25．
B⑳・B3｝，04）　Ibid・，　P．26．　　　　　　　　　　　　tsθ，　Bθ　　Ibid．，　P．27．．
0乃　　Ibid．，　p．28．
倒　木村重義著r決算評価論』中央経済社，昭和33年1月，23，24頁。
倒，⑩　『上掲書』25頁。
⑪　『上掲書』22，23頁。
㈱　木村重義著r資産評価論』中央経済社，昭和28年4月，81，82頁。
⑬，⑭　『上掲書』82頁。
㈹，㈹　『上掲書』83頁。
㈲　『上掲書』87頁。
姻　『上掲書』95頁。
qg）『上掲書』104頁。
60）木村先生の評価理論については，上に掲げたr資産評価論』及びr決算評価論』
　に詳しく述べられているので，これを参照されたい。
